
本発表では、オーストラリアの大学と米国の高校での

日本語学習者と、日本の高等教育機関での英語学習者間

における、日英二重言語によるオンライン語学学習交流

（Dual Language Virtual Exchange DLVE）と本学の学生

とコロンビアやベトナムの学生の英語のみによるオンラ

イン語学学習交流（Single Language Virtual Exchange

SLVE）システムを紹介し、実践報告を行う。発表者が開

発・実施したMoodleによるVEのオンライン環境につい

て具体的に概用を述べ、カリキュラムに組み込まれた交

流課題、学生の投稿例を紹介しながら、オンライン交流

の効果的な方法と利点を考察する。活動記録やアンケー

ト調査の結果は、このようなDLVEとSLVE（両方使うと

VE）方法が、学習言語使用の量と質、学習動機、他文化

理解を高めることを示唆している。

国や個々の教育機関では、学習者が達成すべき特定の

目標を提示している。米国におけるナショナル・スタン

ダード、及び、21世紀教育基準は、オーストラリアや日

本の基準と多くの点で類似している。これらの国家的基

準と個々の教育機関の目標、特にグローバルな視点を持

つ学習者を育成する必要性に基づき、当システムを開発

した。Bower＆Kawaguchi（2011）、Vinagre＆Munoz

（2011）の研究におけるオンライン語学学習に共同的か

つ総合的な要素を加えることを試みた。

VEの目的は学習者に目標言語を使う場を与えること、

そして、日本、米国、オーストラリア、ベトナム、コロ

ンビアの文化比較やディスカッションをしながら互いの

文化についての理解を深め、語学力向上を促していくこ

とである。しかし、VEに潜在する可能性は知識、言語能

力の発展にとどまらない。文化に関する交流課題を選ぶ

ことによって、異文化理解の知識を深めると同時に、目

標言語でのコミュニケーション能力に対する学習者の自

信の向上につながった。更に、この交流は、ネイティブ

スピーカーとノンネイティブスピーカーの内容のあるコ

ミュニケーションの機会を最大限に活用する機会を与え

るだけではなく、それぞれが属するコミュニティの社会

的な一員としての生活技能すなわちライフスキルの向上

にも大きく貢献していると考えられる。本発表では、実

際にコースのサイトにアクセスして学習者は語学学習の

中で非常にアクティブな交流方法を示しながら、言語教

育現場での多様な学習目標に結び付けるためのVE計画

実施方法について提案し、参加者の将来的なVE実施に役

立てたい。
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日英二重言語によるオンライン語学学習交流と
英語のみのオンライン語学学習

室蘭工業大学 HAGLEY Eric

話題提供１
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アクティブラーニングとFD
基盤教育１号館１階 113教室

レディネス多様性に対応するアクティブ・ラーニングによる
受講者の変容と指導上の課題

青森県立保健大学 浅田 豊

話題提供２

社会的ニーズや受講学生のレディネス、学部の理念・
カリキュラムポリシー、あるいは全学的なFDの方針等に
基づき、発表者の授業では、主にSDL（自己主導型学習）
の推進を目指し、アクティブ・ラーニングの手法を取り
入れながら講義・演習の改善を毎年、続けてきている。
そこで本発表では、その成果及び課題を明らかにできれ
ばと考える。
まず講義科目においては、正規学生（看護・理学療法・

社会福祉・栄養）、高大連携事業高校からの生徒、編入学
生、単位互換による他大学からの学生といったように、
多様な背景を有する受講者の実態を踏まえ診断的評価・
形成的評価を充実させた上で、総括的評価に至るよう計
画してきた。また指導計画上、他者に管理される受け身
の学習とは異なり、受講者全体が既習事項や経験を生か
し、教員に依存することなく学習を進めることを重視し
ている。即ち学生が自律的に課題探究に向かい、相互協
力的に学習が推進できるように、教材を工夫していると
ころである。また講義中に必ず質疑応答や学生主体の選
択的学習、ペア・グループによる討議の時間を適宜設け
るとともに、対話の時間を一定程度確保するように努め
ている。学生同士、教員－学生間のディスカッションが、
その後の学習意欲や発展的な学習・研究に連結されるこ
とを意図しているものである。その中で、講義では内容
知はもとより、調べ、意見交換や自己表現をするなどの

方法知、そして情意の面の三者の獲得と統合等の成果を
観察することができる。
演習では、本学の目指す連携・協調の精神・能力の向
上に少しでも結びつくように、改善を続けてきた。SDL
の視点から、「LEARN」の考えを実行できる能力（listen：
討議・作業中相手の意見をよく聞き、主張や心情を把握
するとともに、主体的に仲間意識を高めていく。
explain：自己開示し、適度な自己主張・制限と自分の特
性認識のもとで、説明等に参画する。acknowledge：お
互いを認め合い理解し合うとともに、自分と異なる意見
や立場、文化を尊重する。また相互補完的に振舞い、お
互いをやる気にさせる。recommend：葛藤を乗り越え
活動実施上の軌道修正を適宜行なうとともに、実施上の
優先順位を付け提案し、活動に建設的に貢献する。
negotiate：成員間の試行錯誤や交渉・相談を通して、自
分の役割分担を全うし効果的に問題解決を行なうととも
に、中間及び終末に活動の点検・省察を自律的に行なう。）
の開発・実施・評価を行ってきた。
今後の課題として引き続き、保健医療福祉に関する体
系的知識・汎用的スキル・創造性を含む学士にふさわし
い能力・資質の向上に少しでも貢献できるよう、日々リ
ベラルアーツ教育の授業改善と研究を一層推進できれば
と考える。



【はじめに】演者は自身が担当する教養化学の授業に

おいて、2014年度より、LTD話し合い学習法やジグソー

法といった協同学習の手法を取り入れた実践を行ってい

る。受講者の理解度向上について、それ以前の伝統的な

講義で進める授業と比較検討した結果を報告する。

【授業の概要】昨年度（2014年度）前期開講のＲ大学Ａ

学類１年生のクラスで実践した。同学年130人中、履修

者は35人で履修率は27％である。履修登録なしで受講

した者１名と、他学類他学年からの受講者が３名おり、

全受講者は39名であった。このクラスの受講者の多く

は、ある程度以上の基礎学力を持ち、化学への興味・関

心や学ぶ動機を持っている（一方で、これらとは正反対

の特質をもつ受講者も少数いる）。受講者のこのような

特質と履修率は、2011年からずっと一貫したものであ

る。学習内容は化学結合論を中心としているが、分子の

熱運動・熱力学と化学平衡も扱った。授業時の活動とし

ては、LTD話し合い学習法を６回、ジグソー法を３回実

施し、講義も４回行った。LTD話し合い学習法の学習課

題は、報告者が自作した文章課題で、分量はＡ４判２～

７ページ程度であり、前週授業時に配布した。

【結果と考察】定期試験の得点を、講義型の授業展開を

行っていた2011年度～2013年度の結果と比較すること

によって、協同学習の効果を検証した。平均点は、2011

年度が75点、2012年度が96点、2013年度が90点である

のに対し、2014年度は117点であった（この授業の試験

では、満点を設定せず絶対値で得点を付けている）。

各年度の成績評価の分布（Ｓは140点以上、Ａは

139～100点、Ｂは99～80点、Ｃは79～60点、Ｄは59点

以下）を下図に示すが、2014年度の受講者は従来と比較

して明らかに高得点側にシフトしており、協同学習を通

して確実な理解を得たものと推察される。

研究会当日には、設問ごとの正答率の比較、実践を通

して浮かび上がってきた課題などについても報告する。
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協同学習を取り入れた教養化学の授業展開

酪農学園大学 大和田 秀一

話題提供３

図 2011～2014年度の成績評価の分布
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アクティブラーニングとFD
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理系科目におけるアクティブ・ラーニング
̶実践例と意識調査̶

帯広畜産大学 斉藤 準

話題提供４

本発表では、⑴ 理系科目において学生のアクティブ・
ラーニングをうみだすための取り組みとして、発表者が
担当する大学理系基礎科目（物理学）の授業での試行的
な実践例を紹介し、効果と課題について議論します。ま
た、⑵ 理系科目でのアクティブ・ラーニングに対する学
生や教員の意識の現状について、授業アンケート等の結
果をもとに考察し、展望について検討します。
背景
大学教育においては、学生による真に主体的な学びと

してのアクティブ・ラーニングが行われることは当然で
あり、そのための特別な働きかけは、不要ともいえるか
もしれません。しかし、学生の多様化と、学生に求めら
れる学習内容の多様化にともなって、アクティブ・ラー
ニングが授業中に効果的に醸成されるためには、いわゆ
る従来型の講義形態だけで授業を行うのではなく、さま
ざまな手法の導入・工夫と、適切な授業内容の開発・改
善の努力が求められます。
そこで、最近の大学教育に関わる中心的なテーマの一

つとして、アクティブ・ラーニングに関する先進的・効
果的な手法や要素についての研究・報告が数多くなされ
ています。そうしたアクティブ・ラーニングの手法・要
素は、本来は文系理系を問わずに適用可能なものである
はずです。
一方で、自然科学や数学等の理系科目、とりわけ理系

基礎科目では、限られた時間内に学習しなければならな
い体系的な知識・技能の分量が多く、また履修者数も多
くなる傾向もあり、アクティブ・ラーニングの手法や要
素を中心として効果的な授業を行うことは、必ずしも容
易ではないようにも思われます。また、こうした科目に
おける授業内学習と授業外学習の役割の違いを考える
と、一見アクティブ・ラーニング「型」には見えない従
来型講義にも、学生のアクティブ・ラーニングにとって
効果的に寄与する要素が少なくないようにも思われます。
⑴ 大学物理学の授業における実践例
⑵ 学生・教員の意識
こうした問題認識のもとで、理系科目においては、ア
クティブ・ラーニングの手法・要素を、従来型の講義の
中に最適に導入した複合的な授業設計によって、学生の
効果的なアクティブ・ラーニングをうみだしていくこと
が必要だと考えます。
そこで、本発表では、発表者の担当する授業で複合的
に実践しているアクティブ・ラーニングへの取り組みに
ついて、まだ試行段階ながら紹介し、学生のフィードバッ
ク等から見える現状について議論します。
また、こうした取り組みに対し学生や教員のもつ意識
について、授業アンケート等から見える現状の一端につ
いても紹介し、理系科目のアクティブ・ラーニングの展
望について検討します。



山形大学では初年次導入科目として「スタートアップ

セミナー」が全学的に展開されている。「スタートアッ

プセミナー」は、所属する学部・学科の特色や学修内容

について学生の理解を深めること、学生生活と卒業後の

自分を考えさせることにより大学で学ぶことに目的意識

を待たせること、具体的なテーマへの取り組みを通じて

課題探求能力を伸ばし、調査や情報収集、討論や議論、

口頭発表、レポート作成の能力など基本的な学習スキル

の向上を図ることなどが目標とされている。学生の主体

的な活動やグループワーク、プレゼンテーション、レポー

ト作成など、演習形式の授業にアクティブラーニング的

要素を取り入れて実施することが推奨されている。本話

題提供では、スタートアップセミナー（理学部地球環境

学科）でのアクティブラーニング的要素について事例紹

介を行う。

⑴ 友人紹介プレゼンテーション

学生が同級生にインタビューを行い、その同級生

を紹介するプレゼンテーション（３分）を行う。イ

ンタビューは３～４名のグループで行う。プレゼン

テーションの内容を学生相互に評価する。学生によ

る発表者への評価の内容は、発表者へフィードバッ

クしている。

⑵ 作文および添削

文章力向上のため特定テーマで作文を書いてもら

う。その作文は同級生に添削してもらう。誰が書い

た作文なのか、誰が誰の作文を添削したのかは、氏

名を記号化することでわかりにくくなるようにして

いる。学科教員による研究内容の紹介を聞き内容を

まとめる課題を学科教員12名分提出してもらう。

課題は添削した上で学生に返却している。

⑶ フレッシュマンキャンプ

野外調査の入門として２年生と合同で実習を行

う。２年生３名＋１年生３名でグループを作り、事

前指導および当日の実習指導をグループの２年生が

主導するようにしている。２年生にとっては「地球

環境学デザイン法Ｉ」という別授業の一部になって

いる。

⑷ モラルに関するワークショップ

ワークショップ「犯罪や不正にまきこまれないた

めに」を、基盤教育実施部導入科目部門からの依頼

で実施している。「授業計画」および「ワークシート

（学生用・教員用）」は基盤教育実施部によって準備

されている。学生は準備されたテーマについてグ

ループで議論し、結果を発表する。
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アクティブラーニング的要素を取り入れた導入教育
「スタートアップセミナー」

山形大学 岩田 尚能

話題提供５



山形大学地域教育文化学部では、平成24年度に学部改

組（３学科から１学科へ再編）を行なった際に、学部全

学生を受講対象とした「中心科目」（８単位選択）を設置

し、その中に高年次向け授業として「フィールドプロジェ

クト」を新設した。この授業の特徴は、異なる８つの専

門分野で学ぶ３年次生が、協同的、能動的"アクティブ"

に関わって地域と連携した活動を展開することを目的に

している。平成26年度は８つのプロジェクトを選択科

目（通年の集中実習）として開講し、平成28年度からは

選択必修科目として卒業要件に加える予定である。

◯平成26年度に実施した８つのプロジェクトテーマと

履修対象コース

・プロジェクトＡ：まちづくりと社会参加／児童教

育コース＋生活環境科学コース

・プロジェクトＢ：地域文化交流／異文化交流コー

ス＋食環境デザインコース

・プロジェクトＣ：科学体験教室／全コース

・プロジェクトＤ：伝統文化とものづくり／児童教

育コース＋造形芸術コース

・プロジェクトＥ：自然科学と野外活動／全コース

・プロジェクトＦ：食と健康／スポーツ文化コース

＋食環境デザインコース

・プロジェクトＧ：国際理解／児童教育コース＋異

文化交流コース

・プロジェクトＨ：地域音楽文化交流／児童教育

コース＋音楽芸術コース

本報告では、平成26年度（初年度）の実施概要ならび

に成果と課題、平成27年度の実施状況について報告す

る。２月に開催した初年度実施報告会において「複数

コースの学生が参加したことによるテーマに対する多面

的な考察」を最大の学習成果として共有しているが、目

指すべきALの向上には、共通教育（本学における基盤教

育）との系統的なカリキュラム構築と一層の連携が必要

であると考える。入学初年次の履修動向を手がかりに、

２年次に学習すべき内容と４年次までに獲得すべき学力

について検討したい。
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学生主体型授業における共通教育と専門教育の系統性を考える

山形大学 齋藤 学

話題提供６



課外・ボランティア活動支援は、周辺的な取組と見な

されがちだが、学生視点に立つと、学生生活の中で大き

な比重を占め、また卒業後のキャリア選択・形成にも大

きな影響力を持ち、人材育成の観点から重要な領域であ

る。一方、この領域への東北大学における従来の支援は、

学生への管理規制に止まり、人材育成に資する積極的な

支援方法論が欠けていた。

そこで、主体的・国際的・指導的人材育成に資する積

極的な課外・ボランティア活動の支援体制構築と支援方

法論の研究開発、正課の授業での社会貢献型の体験学習

プログラムの開発・実施のため、東北大学高度教養教育・

学生支援機構内に「課外・ボランティア活動支援セン

ター」が2014年度に設置された。

同センターでは、課外のボランティア活動支援として、

主に東日本大震災被災地で「ボランティアツアー」「スタ

ディツアー」を2014年度には41回実施した。また１年

生を対象とした基礎ゼミ「地域復興とボランティア活動」

（20名が受講）や、全学教育科目「震災復興とボランティ

ア」（60名が受講）を他部局と連携して開講した。

東日本大震災被災地への貢献を目的とした学生ボラン

ティア活動をテーマとした体験学習プログラムに対して

は学生・教員の関心も高く、また建設的協働学習・問題

解決型学習・探求型学習の要素を複合的に含み、同時に

学際・融合的視点、トランス・サイエンス的視点を学生

に要求することから、まさに東北大学の「里見ビジョン」

に示された「現代的課題に挑戦する先端的で創造的な高

度教養教育」となりうる可能性を持つものである。

その一方、漫然と実施されると「被災地に貢献する訳

でもなく、教育的・学問的に得るものもない、学生と教

員の自己満足的なボランティアごっこ」に堕してしまう

恐れも否定できない。また、そのように極端に不適切な

ケースでなくとも「貢献性」と「教育性」を具体的なプ

ログラムの中で両立させるように指導していくのは――

理念のレベルでは、現実の課題解決への貢献を目指すか

らこそ、学生が主体的に協働や問題解決、探求型学習を

行い、それによって教育的効果が上がると整理できるが

――現実には困難な課題である。

今回の報告では、東北大学における学生ボランティア

支援と社会貢献型の体験学習プログラム実施の現状につ

いて、具体的な事例をあげて報告し、大学における課外

でのボランティア活動支援、正課での社会貢献型の体験

学習プログラム実施を、学生の成長に結びつけるための

課題について議論したい。
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第１分科会
アクティブラーニングとFD
基盤教育１号館１階 113教室

東北大学における学生ボランティア支援と
社会貢献型の体験学習プログラム実施の現状と課題

東北大学 藤室 玲治

話題提供７



平成20年12月に公表された「学士課程教育の構築に向

けて（答申）」の中には、「学士課程教育の方針の明確化」

として、「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」、

「入学者受入れの方針」の「３つのポリシー」を明確にす

る必要性が述べられている。日本の大学では「入学者受

入れの方針（アドミッション・ポリシー）」が先に策定さ

れているところが多いが、本来は、学生の受入れから卒

業までの教育課程における「大学の方針」として、一貫

して構築することが望ましいとされている。

岩手大学では、平成23～24年度にかけて、全学部、研

究科で足並みを揃えて、学士、修士、博士課程における

「３つのポリシー」（主に「学位授与の方針」「教育課程編

成・実施の方針」）の策定に取り組み、平成24年度末に一

定の形を得ることができ、そのプロセスは、平成25年度

の本会で報告をしている。その後も、何度かブラッ

シュ・アップを図りながら運用をしているが、残念なが

ら、実際に、卒業生が「学位授与の方針」を達成してい

るのかについての検証は行っていない。

岩手大学では、第３期中期目標・中期計画期間が始ま

る平成28年度に４学部同時改組を行うため、新たに各教

育プログラムの「３つのポリシー」を策定する必要にせ

まられている。同時に、第２期中期目標・中期計画の評

価も行わなければならない。そのため、まずは学生の状

況を調査する必要があると考え、平成26年度末に、全学

生を対象に学修時間や学修経験等の調査を行った。「学

位授与の方針」に関しては、卒業予定者を対象に各教育

プログラムの「学位授与の方針」に対する達成度を自己

評価させた他、「学位授与の方針」と各教育プログラムの

開設科目との関係を明示した「カリキュラム・チェック・

リスト」を用いて、「学位授与の方針」に対する単位修得

状況を調査した。全体的に学生の「学位授与の方針」の

認識度は低く、また、単位の修得状況にもばらつきがみ

られたが、このような調査を継続的に行い、結果を踏ま

えて改善していくことによって、答申が示唆するような

「学士課程教育の方針の明確化」及びそれを踏まえた「教

育プログラム」の構築につながると考えられる。今回は、

これらの調査結果について報告すると共に、このような

学生調査を持続的に行うために、現在整備中の各種シス

テムについても紹介する。

第２分科会
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教育の質保証とIR
基盤教育１号館２階 124教室

教学IRを視野に入れた「学位授与の方針」の
達成度調査の取り組み

岩手大学 江本 理恵

話題提供１
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第２分科会
教育の質保証とIR
基盤教育１号館２階 124教室

教学評価体制の構築へ向けての現状と課題

北海道大学 宮本 淳

話題提供２

北海道大学では、平成24年度に文部科学省大学間連携
共同教育推進事業として採用された事業「教学評価体制
（IRネットワーク）による学士課程教育の質保証」により
IRを導入し、教学評価体制の構築を進めている。本事業
は北海道大学（代表校）、お茶の水女子大学、琉球大学、
大阪府立大学、玉川大学、同志社大学、関西学院大学、
甲南大学の国公私立大学８校が連携しており、今年度４
年目を迎えた。事業の基盤となっているのは、学生を対
象とした学生調査と英語力調査、既卒者を対象とした卒
業生調査である。
学生調査は、大学における学習状況、英語学習状況、

大学生活や教育環境に対する満足度に関する共通設問を
用い、８大学で実施している。英語力調査では、学生調
査の英語学習状況に加え、一部の連携大学では標準テス
トと学生の履修パターンを詳細な分析を行っている。
「読む、聞く、話す、書く」の具体的な指標との対応関係
が明らかにされ、順次性、体系性を持った英語カリキュ
ラム（グローバル・モジュール）の策定を目指している。
卒業生調査は、大学外のシンクタンクの協力を得ながら
設問を決定し、大学での学修状況や様々な経験が、社会
でどのように活かされているのかを明らかにしつつある。
これらの調査結果は、大学間で比較され、自学の特徴

を数値で客観的に捉えることにより、各大学が教学評価
体制の構築を進めているところである。北海道大学にお

いても、大学間比較により、弱みと強みが明らかになり、
ニュースレターなどにより適宜結果を学内に周知してい
る。しかし、これは一方向の情報発信であり、相手（主
に学部などの各部局）のニーズを知ることが困難である。
そこで、分析結果を持って学部を訪問し、データの説明
を行う活動を始めている。この活動を通じて、学部が所
有するデータと学生調査や卒業生調査をつなぎ合わせた
新たな調査依頼などを受けるなどニーズに合わせた詳細
な分析が進んでいる。IRは組織的なカリキュラム改革、
授業方法の工夫、設備の改善など様々なところで取り組
みが展開されている。さらには、分析データが入試改革
や全学規模の教育プログラム創設の基礎資料となり、ま
た改革効果のチェックにも利用されている。
８大学が連携する本事業は大学IRコンソーシアムと共
同して推進している。その加盟校数は、増加を続けてお
り2015年６月には41校に達した。各校が毎年共通設問
の学生調査を実施し、得られたデータの相互比較と経年
比較を可能にしたIRシステムを提供することによって、
IRネットワークの構築に大きな役割を担っている。
IRの重要性、有用性は認識されているものの、各大学
で展開されている様々な取り組みの共有は充分に進んで
いないようである。特に、分析結果の学生へのフィード
バックや教育改革への具体的な道筋などについて議論を
深めたい。



エンロールメント・マネジメントは、科学的マーケティ

ング手法によって大学マネジメント・サイクルを永続さ

せることである。大学におけるマーケティングとは、学

生募集をさすのではない。私たちの学生の価値を創造

し、その価値の最大を実現し続けるための、組織一体と

なった活動が、大学におけるマーケティングである。

大学マーケティングを実現するためには、大学調査

（IR）が欠かせない。入学前の接触情報から、入学時点で

の期待、入学後のGPA、学生生活や教育サービスへの満

足度、目標の達成感、学生生活、就職、卒業後の大学教

育への満足度や要望等を調査、分析することなしには、

私たちの学生を知り抜くことはできない。

山形大学では、学生に関する入学前から卒業後までの

情報を一貫してトラックし分析するためのITインフラで

ある「総合的学生情報データ分析システム」の構築に

2010年度より着手し、EM、IRを実質的に機能させること

によって、持続的な教育の質保証をめざしている。

IRへの理解が進まない状態から、データ分析を意思決

定に利用するマネジメント・スタイルの理解は、表面上

は着実に進みつつあるといえる。次の段階で必要なこと

は、IRの組織文化への浸透である。非営利組織では、強

いトップダウン型のマネジメント・スタイルが成功を導

かない場合も多い。データを情報に変え、それをもとに、

責任と権限を持つ教職員が議論を行い、合意形成を図る

ことなしには、大きな成果は発揮されない。簡易な操作

性と強力なビジュアル・プレゼンテーションを実現する

システムを活用することで、学内でのデータ・コミュニ

ケーションを促進している。

学生を知り抜くためのIRの新しいあり方を提示し、大

学IRに大きなインパクトを与える挑戦が始まっている。

第２分科会
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教育の質保証とIR
基盤教育１号館２階 124教室

持続的質保証を目指す山形大学型EMIR

山形大学 鈴木 達哉

話題提供３
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第２分科会
教育の質保証とIR
基盤教育１号館２階 124教室

参照基準策定の現状と課題 －物理学分野を例に－

山形大学 安田 淳一郎

話題提供４

参照基準とは、各分野の学士課程において学生が身に
付けることを期待される能力等をまとめたものであり、
各大学が各学部および学科の学習目標を同定する際の参
考となるものである。また副次的には、参照基準を高校
生が進路を選択する際に参考にすること、企業等が採用
活動で参考にすることも想定されている。
参照基準の議論で基礎となることが多いのは、平成20

年に中央教育審議会が提出した「学士課程教育の構築に
むけて（答申）」である。同答申では、学士課程において
学生が身に付けることが期待される能力として「学士力」
を提示した。学士力として挙げられた能力は、コミュニ
ケーション能力や論理的思考力など、各分野に共通する
指針を与えるものであった。そのため、特定の学部や学
科が分野別に学習目標などを同定する際に参考できる指
針は別に供される必要があった。そこで日本学術会議は
その指針の枠組みについて審議し、平成22年に「大学教
育の分野別質保証の在り方について（回答）」を取りまと
めた。以来、各分野の学協会等も参画して参照基準の策
定が行われてきた。
参照基準の主要な構成項目は次の３つである。
① 当該学問分野に固有の特性
② 当該学問分野を学ぶすべての学生が身に付けるべ

き基本的な素養
③ 学習方法及び学習成果の評価方法に関する基本的

な考え方
物理学の場合、各項目について、次のことを記述する。
①では、物理学に固有の、自然の認識の仕方、自然への
関与の仕方を記述する。②では、物理学を学ぶことに
よって、何を説明できるようになるのか、何を行うこと
ができるようになるのかを記述する。また、それらの能
力が、職業生活、および、市民生活において、どのよう
に役に立つのかを具体的に説明する。③では、②で挙げ
た能力を培うために必要な学習方法の工夫、および、そ
の学習成果の適切な評価方法を記述する。
参照基準の策定にあたっては、様々な課題がある。た
とえば、参照基準の策定に際して、物理学と具体的な職
業生活の繋がりを収集する必要がある。つまり、様々な
職業において実際に、物理学を学んで得られた能力がど
のように役立っているのか、物理人材がその能力を発揮
する場面や役割にはどのようなことがあるのか、などの
情報を集めることが欠かせない。一方で、物理人材には
多様な職業で活躍できるという特長があるが、これはそ
の反面、様々な業種に関する情報を広く収集する必要が
あることを意味する。今回の参照基準の策定に際して、
そのような調査をどのように、どこまで行うべきかとい
うことについては議論の余地がある。



総合評価の推移と現状：本学の教育に対する卒業生の

総合評価（「あなたは、総合的にみて、東北学院大学で学

んだことをどのように評価していますか」という設問へ

の回答）は、2009年度から2011年度にかけて「よかった」

「どちらかといえばよかった」という回答が増える傾向

にあったが、2011年度から13年度まではこうした肯定

的な回答の増加が停滞し、2014年度になると減少する傾

向がみられた。ただ、依然として86％の学生が「よかっ

た」「どちらかといえばよかった」と評価している。

また、学科間の差異を見るために、「よかった」に５点

～「まったくよくなかった」１点のスコアを与え、学科

別にこのスコアを集計し分散分析した結果、学科間に有

意な差異がみられ、多重比較をすると、電気情報学科に

比べて、英文科・歴史学科・経済学科・共生経済学科・

経営学科・法律学科・地域構想学科および環境工学科の

総合評価が高いことがわかった。

総合評価の規定因：次に、この総合評価の規定因をさ

ぐるために、個別の教育評価項目を独立変数として、重

回帰分析を行った。その結果、２つの項目を除き、いず

れの項目も総合評価に有意な正の効果を及ぼしていた

が、そのなかでも「一年次に、大学で学ぶための基礎と

なる知識・技能を身につける授業を受け、役に立った」

という初年次教育に関する項目がもっとも規定力が大き

かった。この初年次教育の影響力の大きさは、2013年度

卒業生の分析からもみてとることができる（片瀬

2015）。したがって、この結果はある程度、頑強なもの

とみなすことができる。

そこで、この初年次教育に関する評価にスコアを与え

て分散分析を行うと、学科による有意差があり、多重比

較からはどの学科間に有意差があるか検出できなかった

が、比較的、最近、改組もしくは新設された学科で初次

時教育の評価が高い。また総合評価の低かった学科で

は、初年時教育の評価も低くなっていることからも、卒

業生による大学教育評価における初次時教育の重要性を

指摘することができる。

結論：卒業生の教育評価からは、初年次教育の充実が

重要な意義をもつことが示唆された。日本の大学がユニ

バーサル段階に到達したことに加え、多様性を増した入

試選抜（片瀬 2010）によって、さまざまな学生（その

なかには基礎学力に問題のある学生が少なくない）受け

入れざるを得なくなった今こそ、初年次教育をはじめ高

大接続のシステムを全学的・組織的に構築していかなけ

れば、卒業生ひいては社会から大学に向けられる評価も

厳しいものになっていくと言えるだろう。

第３分科会
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高大接続･初年次教育･キャリア教育
基盤教育１号館２階 123教室

2014年度卒業時調査よりみた大学教育の現状と課題
－初年時教育の重要性－

東北学院大学 片瀬 一男

話題提供１



発表者はデートDV、ドメスティック・バイオレンス予

防の研究を行っている。平成27年３月に内閣府が行っ

た調査で18歳から39歳までの、交際相手がいたことがあ

る女性904人、男性943人のうち、女性19.1％（５人に１

人）、男性10.6％（10人に１人）が交際相手から１度で

も、暴力をふるわれたことがあると回答した。そして暴

力を受けたことにより、31％が「心身の不調が起きた」、

15.7％が「夜、眠れない」、10％が「アルバイト、仕事、

大学などをやめた・変えた」という状況が明らかになっ

ている。この調査は18歳からの結果であることから、大

学初年次のデートDV予防教育が必要であることが考え

られる。大学１年の入学当初に１回でも、デートDV予

防教育の授業を行えば、かなりの割合で大学生のデート

DVの問題が、学生の間で意識化し、自分自身でデート

DVの被害者や加害者にならないように意識することが

できるようになると思われる。また、初年次にデート

DV予防教育を行えば、周囲で被害に巻き込まれている

人がいたときに、助けてあげることができるようになる

だろう。

これらの事から、発表者は、大学初年次教育でのデー

トDV予防の授業用の教材開発を試みている。本来であ

るならば、中学生や高校生という若い時期にデートDV

予防教育の授業を行うことが、予防の観点から有効であ

る。しかし、日本の教育事情のなかでは、カリキュラム

の問題やDVという問題が特殊で難しいため、中学、高校

でも、外部講師を呼んでの授業で、実施している学校も

少ない。そこで大学の初年次教育のなかでも、デート

DV予防教育を行うことの必要性を提案したい。

尚、発表は博士論文「中学生へのドメスティック・バ

イオレンス予防啓発に関する研究」を風間書房より

（2015年７月15日）発行させて頂いたため、この本も参

考にして頂ければと思います。

18

第３分科会
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初年次教育におけるデートDV予防教育の提案

酪農学園大学 須賀 朋子

話題提供２



本学における学士課程教育では、大学生の基盤能力の

養成に対し様々な手段で教育実践を試みている。その中

で初年次情報教育の科目は、修学上必要とされるPCやIT

スキルの早期習得と社会での応用を目的とし、さらには

IT国家発展に関わる重要性がある。本科目は学士力育成

のための授業法として、システムおよびソフトウェア操

作や情報収集作業の積極的導入、学習環境および教材と

してのICTの活用、課題や小テストによる形成的評価ス

タイルを取り入れている。

しかし、学習効果を高めるｅラーニング、ネットワー

クインフラ、PCといった情報基盤を授業に活用する際、

準備と運用には様々な労力を要し、操作ミスなどによる

危険性を含んでいるのが実態である。またプロジェクタ

利用にも欠点があり、大学講義に不慣れな新入生にとっ

て受講意欲への影響も軽視できない。そこで、それら情

報基盤の効果的活用のために各種支援ツールを開発し授

業等で実践してきた。事例として、電子小テスト

（Moodle）の問題作成ソフトによる効率や再利用性の向

上、学生の容易な操作による学士力の自己評価システム

の構築、ICT環境における教員操作支援機能ツールの

Webブラウザへの実装、プロジェクタ設備に対する代替

および視認品質を補完するネットワーク経由でのリアル

タイムPC画面配信システムなどである。本稿ではそれ

ら支援ツールの必要性や狙いについて述べ、効果的な実

践法について報告する。

第３分科会
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高大接続･初年次教育･キャリア教育
基盤教育１号館２階 123教室

学士課程教育における授業支援ツールの開発と活用

北海道科学大学 深井 裕二

話題提供３



弘前大学では平成28年度から新しい教養教育を開始

する。その基本コンセプトとして、主体的・能動的学習

への転換、文理融合教育による多元的な視点や思考法の

獲得、地域志向性の涵養などが掲げられた。そして全学

生必修科目となるスタディスキル導入科目として、従来

から実施している１年次前期の基礎ゼミナール（学部学

科ごとのクラス編成）に加えて、１年次後期に学部横断

のクラス編成を行い、地域をテーマとしたPBL教育を行

う地域学ゼミナールを新設することとなった。

発表者は地域学ゼミナールの具体化を担当するワーキ

ンググループの代表としてその実施準備作業を担当して

いる。本発表では、地域学ゼミナールの概要と今年度実

施中の試行の状況、本格実施に向けた課題について、発

表する。

［達成目標］学部横断クラス編成であることを重視し、

チームの一員としての行動力を筆頭に掲げ、PBLとして

の課題発見力や課題解決力とを含めた目標とした。

［授業運営］教員の役割は、各チームのファシリテー

タ・進捗状況管理に留めることとし、PBL課題は担当教

員の専門に依存しない、共通課題を設定することとした。

授業計画は、チームビルディング→課題説明→問題発見

プロセスの体験→発見した問題点に関する発表会→発見

した問題点のうち１つ程度に対する課題解決プロセスの

体験→課題解決方策の発表会→授業の振り返りという流

れとした。

［クラス編成］１学年約1,400人について同一時間帯で

一斉に開講することは困難であると考え、文理融合を意

識した3学部ごとの２群に分け編成することとした。

PBLを行う１チームの人数は、チームのまとまりと授業

運営を考慮して６人を標準とすることとした。そして学

部横断クラスであることと担当教員による差の平準化を

意識し、チームティーチングを導入し、各クラスに３学

部から１名ずつの３名の教員が１クラス90人程度（６人

×15チーム）担当することとした。

［成績評価］達成目標ごとに観点を設定したルーブリッ

クを導入し共通化することとした。これにより学生自身

も自分の力の長短を意識できるようになる。またスタ

ディスキル導入科目であることを意識し、一通りのPBL

を行うことができれば良好な成績が取得できるように意

識した。

［試行］前期２クラスで実施中で、後期は４クラスを予

定している。
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学部横断型クラス編成地域学ゼミナールの導入について

弘前大学 藤崎 浩幸

話題提供４
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高大接続･初年次教育･キャリア教育
基盤教育１号館２階 123教室

医科大学における初年次教育としての「医学セミナー」
――「一旦は立ち止まること」と「とにかくやってみること」

福島県立医科大学 福田 俊章

話題提供５

医学部と看護学部の２学部で構成される医療系大学で
ある福島県立医科大学では、平成12年度（2000年度）か
ら医学部１年次学生を対象に必修科目として「医学セミ
ナー」と呼ぶ授業を開講している。「医学部に入りたて
の学生に対して、医学・医療もまた社会的な営みである
ことに気づいてもらい、あわせて医学教育を受ける気構
えを養ってもらおう」というのがその趣旨である。
このため、「医学部に入った」と思って意気に感じてい

る学生に対して「医学・医療には関わるが、医学教育の
階梯そのものではない授業」をあえて経験させることに
している。自分たちがこれから上って行くことになる
「医学教育の階梯」をいわば横から眺めてもらおうとい
うことである。
まず、可能なかぎり学生に自主性を発揮してもらうの

がこの授業の立て前である。「医学教育の階梯」に埋め
尽くされ、ほとんどを必修科目が占めている本学の場合、
その意味は大きい。
学生は８人ほどのグループに分かれ、自分たちで医

学・医療に関わる社会的な問題を見つけ、自分たちでそ
の解決法を探って、学期末の発表大会に臨んでいる。そ
の発表成果は『福島医学雑誌』（発行：福島医学会）に掲
載される。成績評価には学生相互の評価（ピア評価）を
取り入れて、学生の自覚を促す手立てとしている。

また、「まずとにかく現場を体験し、自らやってみるこ
と」をこの授業は目指している。このために重視してい
るのは、夏休み中に１度はどこかの「現場」を見に行く
ということである（その「現場」は奥会津の診療所かも
しれないし、本学の附属病院や近所にある消防署かもし
れない。『福島医学雑誌』への発表成果の掲載にしても、
大半の学生にとっては初めての「現場」体験である）。そ
うした実地調査を介して、医学生が地域の人たちと接触
する機会を確保することもこの授業の隠れた狙いである。
現在は総合科学系（一般教養系）４名、基礎医学系３
名、臨床医学系（医学教育担当）１名の計８名の教員が
この授業を担当している。医師ではない総合科学系教員
を中心に、医学・医療に直接携わる教員がそれに加わる
という形を取ることで、こうした授業の運営が成り立ち
えているのではないかと思う。
一方で、医科大学に入り立ての時期に「一旦は立ち止
まってもらう」こと。他方で、内容的には医学・医療に
関わるテーマを考えてもらうことで「早く医学に関わる
勉強がしたい」という学生たちの欲求にもある程度は応
えること。そのことを通じて、医療者となる気構えを
養ってもらう。この授業に医科大学における「キャリア
教育」としての意味を持たせることも出来るのではない
かと今は考えている。



学校教育に新聞を教材として活用する「NIE」

（Newspaper in Education、「教育に新聞を」）事業は、日

本では各都道府県に県教委と各新聞社が主な構成員とし

て推進協議会が設けられ、小中高校で実施されている。

だが、私は以前より、NIE教育は大学にこそ切実に必要

であると考えていた。その理由は大きく言えば２つある。

まず、大学入学で一人暮らしを始めた学生たちの多く

が新聞購読をしない状態であることを知ったからであ

る。あたかも「隠者」生活に入ったかのようである。学

生たちの多くは学年が進んで就職活動が始まるとそのた

めに新聞を読み始めるのだが、それは言わば付け焼き刃

であって、「社会復帰」はそんなに簡単にできるものでは

ない。

もう一つはレポートなど論理的文章を作成する際に新

聞記事の書き方が参考になることに気づいたからであ

る。そこで新聞記事を分析し、文と文章の書き方につい

て山形大学基盤教育の授業「スタートアップ・セミナー」

のテキスト『なせば成る！』（山形大学出版会）と「アド

バンストセミナー」のテキスト『社会人基礎力をみがく』

(同)に記載した。

一方、授業の実践として2007年度後期に朝日新聞山形

総局と連携し、山形大学米沢キャンパスで工学部生を対

象に教養教育（現在は基盤教育）の選択授業「新聞を読

もう！」を開講した。さらに、2010年度後期からは山形

新聞を教材に小白川キャンパスで基盤教育「新聞で山形

を知る」を開講し、以降現在まで毎学期開講している。

その間私の想定していなかった新たな事態が生じてい

る。大学生の実家自体が新聞を購読しないという現象で

ある。高大連携で定期的に出前授業に訪問している高校

の校長につい最近聞いたところ、その高校の生徒の家庭

でも新聞を購読しない家庭が増えているということで

あった。

ところが、選挙権を行使する年齢が18歳からになった

こともあり、大学生活が社会への「モラトリアム」から

言わば「社会人初心者」の時期であることが明確になり

つつある。

本発表では私がどのように授業を展開しているかを紹

介しつつ、このような状況下において大学、特に初年次

教育におけるNIE教育の必要性と諸課題について論じる。
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大学教育とNIE

山形大学 山本 陽史

話題提供６
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高大接続･初年次教育･キャリア教育
基盤教育１号館２階 123教室

もちアッププログラム

札幌大学 小山 茂・加賀谷 晴美

話題提供７

本学では、学生のキャリア意識の段階的醸成と修学意
欲の継時的喚起を目的とした「もちアッププログラム」
を2014年度から本格的に実施している。
おもちは、熱するとふくらんで大きくなり、また、柔

らかくなって伸びるものであるが、学生のモチベーショ
ンも熱を与えれば、おもちのようにふくらんで伸びてい
くことをねらいとし、おもちとかけて「もちアップ」と
した。
プログラムは、１年次から全学生を対象として実施す

る、職員による「もちアップ個人面談」が柱となるが、
毎年３月に１年生全員を集めて開催する入学前セミナー
「もちアップ －スタート・アップ・プログラム」や、１
年生から２・３年生にかけての各セメスターにおいて、
キャリア意識の醸成を段階的に促す「もちアップセミ
ナー」も重要な役割を担っている。
「スタート・アップ・プログラム」は、入学式前日に学
内で開催し、新入生の７割が参加している。高校と大学
の授業の違いを模擬講義で体験し、学生生活のルールを
クイズに仕立てたものにグループで回答したり、そのグ
ループごとに一緒に学食を体験したりするなかで、友人
作りも促されている。何のために大学に進学してきたの
かを自問自答し、これから始まる学生生活を見据えて、
目的意識を高めるワークに取り組み、シートに記入して
いく時間も組み込む。参加学生のアンケートからうかが
えるのは、在学生の「先輩トーク」に対する高評価であ

る。大学生は自由時間が多い。その使い方や時間割の組
み立て方に始まり、アルバイトや部活動と学業の両立の
ポイント、私服のファッションやかばんの大きさに至る
まで、在学生の生の声を聴いてもらっている。そして、
翌日の入学式を経て始まる学生生活のスケジュールを具
体的に紹介していくことで、新入生には今後の見通しを
得て安心してもらえるよう、高校からの接続にも配慮し
た、入学環境の整備に努めている。
職員担当者による「もちアップ個人面談」は現在、今
年２年生に進級した学生に対して、春セメスターの面談
を進めている最中である。面談担当の職員は、JCDA認
定CDA（キャリアカウンセラー）による研修を受講し、
学生との面談に必要なスキル（傾聴・承認・励まし等）
を学習した上で、まずは学生との信頼関係の構築を基本
として、このプログラムの実施に参画している。面談の
目標は、「目標を持った学生生活の充実」である。効果は
既に現れており、１年生の面談では、これからの学生生
活をどう過ごしたらいいかがわかったという感想があっ
た。また、２年生の面談では、１年時の面談で目標を得
たあと、すぐにアルバイトを探して必要な資金を貯め、
希望していたチャレンジを開始できたという学生も現れ
てきている。今後は、１年生秋セメスター・２年生春秋
セメスターで開催するもちアップセミナーの充実が課題
となる。



大学で学ぶべきことは、現代科学の成果を身につける

ことであるが、それだけではない。自分たちが専門と定

めたことを学ぶとともに、人生とは何かについても考え

る必要はある。学問との出会い、教員との出会い、友だ

ちとの出会いなどを通じ、人間形成を身につけることが

当然期待されている。

本年度より本学では、大学基礎論を開講。そこでは、

読解力・要約、レポート・論文の書き方をはじめとした

アカデミックスキルの習得だけでなく、大学の主人公で

ある学生が大学で主体的に学ぶことの意義の探求をメイ

ンテーマとし、新聞情報の整理、キャリア教育、教員へ

のインタビュー、毎回の課題の提出等多面的なアプロー

チを試み、自らの思考を促す能動的な学習態度を身に着

けさせることを目指している。専門の学問を身につけ

る、論理的に物事を考える能力を身につける、物事を考

える材料となる知識を身につける、感性面での人間関係

を作るなどを守備範囲とする。

キャリア教育の領域では、「キャリアについての見通

しを立てる」（医療人を目指す自分と向き合う）をテーマ

としている。

自分の将来を考え、自分の関心に従い、自分なりの献

立を作らないと、これらの習得は難しい。過去・現在を

振り返る体験を通して、「自分が何を学ぼうとしている

のか」「何がきっかけで今、大学で学ぼうとしているのか」

に各人が気づき、仲間と情報を共有する機会とする。自

己理解・他者理解を深めることで、今後の学習への動機

づけを促す。具体的な仕掛けとしては、1)「キャリア

ワーク・役割と興味について」 2)「価値分析」の２つで

ある。

講義は各クラス５～６名のグループを形成し、グルー

プ単位の活動である。講義の手法としては、教師が学生

に質問を投げかけ、回答を促す双方型講義法に、チーム

基盤型学習法を融合した形をとっている。さらに、構成

的グループエンカウンターの手法も導入し、自己理解・

他者理解の促進に努める。

また、グループで協力して学習していくこと、学習へ

の動機づけを高めることなどを意識し、「教員へのイン

タビュー」を課題とし、先生方とのコミュニケーション

を図り、さらなる動機付けを高めることを狙いとしている。

今回、入学直後から今後のキャリアを意識させ、学習

への動機づけを高めるために、薬学専門の教員を巻き込

んだ講義について話題提供する。
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今の自分たちに何ができるか ―大学生の今と昔―

東北薬科大学 杉山 雅宏

話題提供８



酪農学園大学の附属高校である「とわの森三愛高等学

校」（北海道江別市）には獣医進学コース（以下、コース）

が６年前に設置され、同大獣医学類人材供給の源泉と

なっている。演者が運営する野生動物医学センターを拠

点にしたゼミにも、同校出身の学生が所属し、一般入試

をしてきた学生の模範となっている。コースでは３年次

に６日間かけて獣医学類ラボや大学附属病院を訪問し、

診療や実習、研究の現場を体験する「プレゼミ」、１／２

年次に学類教員が教壇に立って授業をする「獣医学入門」

などが準備され、一般学生とは異なる経験をしているこ

とが一因であると考えられる。ところで、演者が担当す

る野生動物医学は非常に若い学問であり、そのためには

啓発活動が重要であること（前々回の本大会）、しかし、

まったく新規の学問分野を立ち上げるのではなく既存の

動物学を獣医療に対応できうる分野を模索すること（前

回の本大会）を提案してきた。それでは、高大連携とい

う側面で、野生動物医学の有効な啓発活動の場として応

用できないか。今回、この可能性を検討をするため、コー

スで演者が担当してきた教育内容を元に、論考を試みたい。
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高大接続･初年次教育･キャリア教育
基盤教育１号館２階 124教室

附属高校内に設置された「獣医進学コース」での
野生動物医学の初歩に関する授業事例

酪農学園大学 浅川 満彦

話題提供９



北翔大学では、平成26年度改組を致しました。これに

伴い、教育課程の構成を大きく変えました。改めて、「学

士力」について問い直し、本学が育成すべき人材像につ

いて検討を重ねた結果、全学共通科目における教養教育

ならびに就業力養成科目の位置づけを明確に打ち出す教

育課程と致しました。

教育課程の構成は「専門科目」を中心にすえて、「入学

前教育」「基礎・教養科目」「発展科目」「就業力養成科目」

という４つのフレームを位置づけました。「入学前教育」

では、大学での学びにスムーズに入っていけるように、

日本語表現を中心としたリテラシーを補っております。

「基礎・教養科目」では、自ら学びを深めていくために、

導入・基礎・外国語・教養科目の４つの枠組みとし、教

科数等の充実をはかりました。「発展科目」では、各学科

から科目を提供し、所属学科を越えて、自らの学びを深

めることを目的とした多様な学びを可能としました。

「就業力養成科目」では、自立心を持って社会へ羽ばたく

力を、４年間を通して段階的に養う科目としました。以

前に比して、必修化をし、卒業要件に占めるキャリア系

科目の割合を高く致しました。

本報告では、これら特徴的な教育課程について、とり

わけ全学共通科目に位置づけ必修化した就業力養成プロ

グラムを中心にご紹介し、学生の学びの状況、必修化に

よる授業展開を含めた実施上の問題点等のご紹介を予定

しております。
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「就業力養成科目」への取り組み

北翔大学 小杉 直美

話題提供10


